
第 2章

アルゼンチンにおける福祉国家と
高齢者の生活保障言説の変容

宇 佐 見　耕 一

はじめに

　アルゼンチンでは1990年代以降，高齢者の生活保障に関し制度が 2回大き

く転換している。それは，アルゼンチンにおける社会・経済政策が大きく揺

れ動くなかでのできごとであった。1990年代のメネム（Carlos Menem）・ペ

ロン（Perón）党政権下で新自由主義改革が実行され，それは経済面に始ま

り社会保障や労働改革にまで及んだ。1994年に年金制度改革が実施され，そ

れまでの公的賦課方式年金制度に加えて，一部民間積立方式の選択制が導入

された。

　メネム政権を引き継いだデ・ラ・ルーア（Fernando De La Rúa）連合政権は，

2001年末経済危機により崩壊し，2003年の大統領選挙ではメネム元大統領と，

同氏の行った新自由主義政策を激しく批判した同じペロン党のキルチネル

（Néstor Kirchner）氏とが争い，キルチネル氏が大統領選挙を制して政権に就

いた。キルチネル政権は，労働規制強化，価格統制や民営化された元国営企

業の一部再国営化など反新自由主義路線を鮮明にしている（宇佐見［2008］）。

2007年の大統領選挙ではキルチネル大統領のクリスティーナ（Cristina 

Fernández de Kirchner）夫人が大統領に当選し，キルチネル政権の基本路線を

引き継いでいる。
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　このキルチネルとクリスティーナ両政権下で，高齢者に対する生活保障制

度の中心のひとつである年金制度は再度転換している。まず，2006年にキル

チネル政権により年金モラトリアム制度が導入され，年金保険料未納により

年金未受給であった者の多くが，年金保険料を受給する自己の年金から支払

うことにより年金を受給できるようになった。さらに，2008年にはクリステ

ィーナ政権下で民間積立方式の年金制度が再国有化され，年金制度は公的賦

課方式に統一された。この間，アルゼンチンのマクロ的経済・社会コンテク

ストは新自由主義から「反新自由主義」へと大きく揺れ動き，そのもとで高

齢者の生活保障に関する行政の言説と反対派の言説が入れ替わった。本論で

は新自由主義から「反新自由主義」へと揺れ動くマクロ的コンテクストのな

かで，行政とそれに対抗する高齢者の生活保障に関する言説を批判的に検討

することにより，高齢者保障制度，とくに年金制度のもつ問題点を検討したい。

　本章は，まず第 1節でアルゼンチンにおける高齢者研究の流れを概観する

とともに，批判的社会老年学を中心とした分析枠組みを検討し，本章の課題

と分析枠組みを設定する。続いて第 2節で，1990年代に行われた年金一部民

営化に際しての言説を分析し，年金改革の性格を検討する。最後に第 3節で，

2000年代に行われた年金モラトリアムと再国有化に関する言説分析を行い，

再々改正された年金制度の性格を検討する。こうした作業を通じてアルゼン

チンの高齢者保障政策の中心である年金制度の性格を検討し，そこにどのよ

うな問題点があるのかを考察する。

第 1節　アルゼンチンにおける高齢者生活保障制度の
　　　　変容に関する分析の視角

1．アルゼンチンにおける高齢者研究

　まずアルゼンチンにおける高齢者研究を概観すると，すでに欧米の社会老



第 2章　アルゼンチンにおける福祉国家と高齢者の生活保障言説の変容　63

年学や批判的社会老年学の手法が一部紹介されており，それに基づいた分析

がなされている。オドーネ（Julieta Oddone）らは，累積的優位･劣位論の考

えを用いてアルゼンチンにおける高齢者間の格差問題を論じている（Oddone 

and Aguirre［2005］）。しかし，ほとんどの高齢者に関する研究は，実証的社

会政策論的研究の範疇にあるといえる。実証的社会政策論の立場からロイ

ド・シャーロック（Peter Lloyd-Sherlock）は，アルゼンチンを発展途上国の

なかでも高齢化が進行し，公的社会保障制度が整備されている諸国に分類し

ている。そこでは高齢者に対しては，年金制度をはじめ医療や社会扶助など

の複雑な公的保障制度が存在すると述べている。社会保障制度は，アルゼン

チンの高齢者に対する生活保障制度の中心に位置づけられるが，カバレッジ

が十分でなく，また予算不足による供給不足も生じていると指摘する。そう

した公的保障の不備を家族や市民セクターが補っているが，どちらも限界が

あり，完全には公的部門の欠陥を補えていない。また，1990年代以降新自由

主義政策が適用され，インフォーマルセクターが拡大するとともに，年金制

度の一部民営化が行われた。その結果，従前からの社会保障制度の二重構造

は維持されていくことになった（Lloyd-Sherlock［1999］）と批判している。

　ルディ（María del Carmen Ludi）は，アルゼンチンの北東部パラナ州におい

て，貧困高齢者と社会保障の関係を明らかにしている。ルディは，1990年代

の新自由主義改革により雇用が不安定化する一方で，社会保障制度も弱体化

していることをまず指摘する。そのうえで，家族や近隣住民の支援も受けら

れない貧困高齢者が多く存在していることを問題としている（Ludi［2005］）。

　このように，実証的社会政策論でのアルゼンチンにおける高齢者研究では，

1990年代以降の新自由主義改革による雇用の不安定化やそれと連動した従来

の社会保障制度の弱体化が指摘され，社会保障制度の二重構造の維持や二重

構造のなかでの貧困高齢者の存在が問題とされている。また，筆者もすでに

実証的政治経済学の手法で，アルゼンチンの福祉国家の変容を同国における

コーポラティズムの変容と関係させて説明している（宇佐見［2003，2007］）。

そこではコーポラティズムによる政策策定過程を述べ，同時に1990年代以降
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の新自由主義改革によってもたらされた雇用のインフォーマル化や高い失業

率にも言及し，社会状況の変容のため，従来からあった社会保障制度が現在

みられるリスクに対応していないと述べている。

　1990年代以降，コーポラティズムが変容しつつ残存する一方で，雇用の不

安定化が進行し大量失業の常態化や高い貧困率がみられたという意味で，ア

ルゼンチン社会は同一の状況であったとみることができる。宇佐見［2007］

では雇用の不安定化や大量失業の常態化といった流動的社会状況のなかで，

社会保障制度の再編が繰り返されたとみなしている。しかし，それらの先行

研究では，そうした社会保障制度がいかに形成されていたのかという点に関

して十分に議論されたとはいえない。そこで，先行研究で指摘された諸問題

をもつ高齢者保障制度が，どのように構築されたのかについて検討すること

が本章の課題として設定される。

2.　分析の視角―実証政治経済学と解釈的手法（社会構築主義）―

　序章で示された批判的社会老年学は，高齢者に関する「問題」の主要な分

析手段のひとつとして高齢化の政治経済学を提唱している。本章においては，

アルゼンチンにおける年金改革の分析の手法として，社会構築主義を背景と

した高齢化の政治経済学の議論を基にして分析の枠組みを提示したい。社会

構築主義は，社会の構築は言説の実践によってのみ行われ，「現実」や「実

体」は，言説実践の効果であって原因ではないという「反本質主義」の立場

に立つ（千田［2001：19-36］）。そのため，構築主義においては言説分析がひ

とつの重要な方法となる。

　高齢者の生活保障制度を分析する政治経済的分析枠組みとして想定される

福祉国家論にはさまざまなアプローチがあるが，田中は福祉国家論の研究手

法を解釈的方法（批判理論）と実証的方法（経験理論）に大きく 2分してい

る（田中［2008］）。その福祉国家論の実証的政治経済学的アプローチとして，

宮本は欧米福祉国家研究を基に，福祉国家の各段階でそれを分析するに際し
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て適切な方法論があると主張している。宮本の主張によると，福祉国家形成

の政治には権力資源動員論，福祉国家削減の政治には新制度論，福祉国家再

編の政治には社会的学習論，アイディアの政治，言説の政治が分析手法とし

て適当であると説く（宮本［2006，2008：36-62］）。

　アルゼンチンの福祉政治を宮本の区分と重ねると，1990年代の新自由主義

改革は福祉削減の政治，2000年代になってからは福祉再編の政治として区分

できるが，両者とも大幅な制度改革をともなっており，福祉再編の政治と大

きく括ることができる。そのような流動的な制度状況のなかで人々の利益自

体が不確定となることにより，アイディアや言説が人々に影響を与えやすく

なる（宮本［2008：47］， Blyth［2002］）との指摘がある。アルゼンチンでは

1980年代経済危機以降，諸制度が不安定化し，人々の利益が特定しづらくな

り，その意味で言説が人々に対してより影響を与えやすくなっていたと想定

される。

　先述のように，福祉国家再編の政治には言説の政治分析が適しており，宮

本はその代表にシュミット（Vivien A. Schmidt）の政治制度と言説を組み合わ

せた分析枠組みを挙げている⑴。シュミットは福祉政治においては，特定の

政治制度と価値に対して特定の言説が有効であると述べている（Schmidt

［2002：171-172］）。シュミットによると，政策の策定が少数のエリートによ

り決定される場合，政府の決定を大衆に直接伝えるコミュニケーション言説

（communicative discourse）が有効であるとする。他方，政治権力や社会の代

表が幅広く分散し，より多くの政治エリート間で福祉政策が決定される場合，

交渉者間でコンセンサスを形成するような調整的言説（coordinative discourse）

が有効であるとしている。

　このシュミットの言説分析手段には問題はないのであろうか。シュミット

のコミュニケーション言説と調整的言説は，言説の外形的形式を示したもの

であり，外形的な言説のあり方が制度改革に影響を与えるという理論構成に

なっている。その意味でシュミットの議論は，実証的政治経済学的福祉国家

論でも用いられる制度論と整合的であるといえる。他方，シュミットの言説
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分析は，言説のもつ価値や規範にも注目するという解釈的手法との交差も部

分的にみられる。それは実証分析から出発し，言説分析という解釈的手法の

一部を取り込んだものであるともいえる。ここでは，社会構築主義的手法に

より年金制度改革を再構築することを中心に据えるが，実証的研究から出発

したシュミットの手法の核をなす，制度とアイディアをめぐる言説政治とい

う要素にまず注目したい。

　一方田中は，実証的比較福祉国家論に関して各国の具体的な経済・社会政

策の形成要因の探求が行われている点を評価しつつも，シュミットの手法を

制度論の枠組みを超えた「構造」や「規範的正統性」について厳密な検討を

せずに，そうした問題と制度論的方法論を組み合せていると批判している

（田中［2008：96］）。そこで田中は，従来の福祉国家理論に対する批判理論を

再構築し⑵，そのなかで福祉国家を位置づけて個別政策の意味内容を吟味す

るという，実証的手法と解釈的手法の接合の必要性を主張している（田中

［2008：96］）。田中の手法は基本的に解釈的手法のなかで，実証研究による

福祉国家やその個別政策を再吟味するというものである。本章では田中のこ

うした指摘から示唆を得て，分析の枠組みを組み立てることにする。ここで

はひとまず，年金改革の言説分析を行う際，アルゼンチンにおける福祉国家

のあり方やコーポラティズムなどを，言説が実践されるコンテクストとして

考察してゆきたい。そうしたコンテクストのなかで，年金改革をめぐる言説

を分析することにする。

　解釈的手法を用いた本論の課題に近接した論者の 1人にフレイザー（Nan-

cy Fraser）がいる。フレイザーは，資本主義福祉国家における福祉ニーズに

関する議論が政治的言説の重要な種目を構成しているとし，福祉ニーズの解

釈をめぐる政治を言説分析により明らかにしている。そこでフレイザーは福

祉ニーズに関する言説を次の 3種類に分類している （Fraser ［1989：171-175］）。

①対抗言説（oppositional discourse）：社会的少数者が非政治化されているニー

ズを求めることである。そうした少数派は既存の経済や家族と政治の境界線

に意義を申し立て，多数派にニーズに関する代替的解釈を提示し，ニーズに
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関する新たな公的言説の普及を図り，支配的な解釈やコミュニケーションの

意味に対抗し，それを変容させようとする。②再私事化言説（reprivatization 

discourse）：対抗的言説の政治領域の見直しに反対して非政治化を図ろうと

し，社会サービスの削減や民営化を行おうとする。③専門家言説（expert 

needs discourse）：それによりニーズは制度化されて専門家や行政の領域とな

り，ニーズは再構成される。その結果，ニーズをもつ人は個人化され既存の

サービスの受動的受益者となる。

　このようにフレイザーは社会福祉ニーズをめぐる 3種類の言説を区分し，

その意味と語られ方をとおして福祉ニーズに関する政治を描こうとした。新

自由主義改革以降のアルゼンチンの年金改革の性格を明らかにするのには，

言説生産のコンテクストとして，どのような制度のもとで改革をめぐってど

のような言説が生産され，それがどのように構成されているのかを検討する

必要がある。その際，フレイザーの提起した 3種類の言説区分をヒントにし

て，後述するように年金改革に関する言説を整理する。

　以上のようなアルゼンチンの事例に関する実証的先行研究と理論研究の流

れから，本章ではアルゼンチンにおける福祉国家や政治制度のコンテクスト

のなかで，高齢者の保障制度，とくにその中核である年金制度改革に関して

どのような言説が実践され，それがどのような意味構造をもつのかを検討し，

年金制度改革の性格を明らかにしたい。年金改革に関する言説が実践された

コンテクストとしての制度に関しては，メネム政権に社会政策面で政労資

（政府・労働者・資本家）の協議が行われ，そこで主要政策が決定されていた

ことからコーポラティズムに注目する。他方，フレイザーにあってはブルジ

ョワ公共圏の平等性の想定を批判し，階層社会における複数の公共圏の競合

を主張している（フレイザー［2003：122-128］）。本書では，言説が生産され

た場がコーポラティズムという制度のなかでどのような立ち位置にあるのか

という点に注目する。そこではコーポラティズム枠外での言説も考察の対象

となる。

　言説分析には「語る主体のポジション，語る主体の隠された利害関心，言
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説の政治的効果に加えて言説の生産される場」（赤川［2001：77］）が重要で

あるとの指摘がある。そこで前述のフレイザーの議論からから示唆を得て，

本章では年金改革にかかわる言説を行政言説，専門家言説，対抗言説に整理

し分析したい。ただし，ここではフレイザーの分析と異なり，年金改革に関

する言説はすべてがすでに政治化されているという点に留意する必要がある。

さらに専門家言説や対抗言説のもつ意味も，フレイザーのものとは異なる点

にも注意が必要である。本章での行政言説と専門家言説の関係は，行政の立

場を代表する専門家言説と，それに反対する対抗言説を代表する専門家言説

に大きく分けられる。専門家言説を取り上げたのは，前述したように社会保

障制度は複雑であり，行政の言説には政策立案の立場に立つ専門家の言説の

影響が大きく，同時に対抗言説にも専門家の言説の影響が大きいと考えられ

るからである。ここでの対抗言説もフレイザーのそれとは位置づけが異なり，

行政言説と同一の場で行われる対抗言説と，それらとは異なる場において位

相を異にする概念の代替案を提示する対抗言説に分かれる。

第 2節　新自由主義改革と年金民営化

1．アルゼンチンにおける高齢者の貧困問題

　最初に，アルゼンチンにおける高齢者人口の推移とその状況を確認してみ

よう。図 1は，アルゼンチンの全人口のなかで65歳以上の高齢者人口が占め

る比率の中位推計である。それによると，アルゼンチンの高齢化率は先進国

よりも低いものの，ラテンアメリカの平均を上回っており，2010年で10.5％，

2050年には19.0％に達する。他方，15歳から64歳の生産活動人口の比率は

2005年において63.4％であったものが，2035年にはピークの66.0％となり，

2050年には63.3％に戻る （http：//esa.un.org/unpp/　2009/02/02閲覧）と推計され

ている。このようにアルゼンチンでは，他の新興工業諸国でみられた生産活
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動人口の比率が高くなる人口ボーナスという現象はそれほど顕著ではなく，

2005年と2050年の生産活動人口比率がほぼ同じというように，21世紀前半で

は高齢化が社会・経済に与える負担は先進諸国や東アジア諸国と比べて低い

とみられる。

　とはいえ，アルゼンチン社会にとって高齢者の問題，とりわけ年金問題と

高齢者の貧困問題は常に社会的関心を呼んできた。高齢者の生活保障に関し

ては後述するように主要な政治的イシューでありつづけた。また，高齢者の

貧困問題は社会学者の注目するところとなり，多くの調査・研究がなされて

いる。オドーネは2000年に，アルゼンチン主要都市で60歳以上の高齢者約

1500人の社会・経済状況を調査した。その調査によると，高齢者の15.2％が

200ペソ以下の貧困人口にあたり，この比率は大都市ほど低く地方小都市ほ

ど高くなっている。オドーネによると，尊厳ある生活を送るには月400ペソ

が必要であり，高齢者人口の53％が400ペソ以下の収入しかなく（Ministerio 

（出所）　http://esa.un.org/unpp/　2009/01/28閲覧。

図 1　65歳以上の高齢者人口比率
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de Desarrollo Social y Medio Ambiente［2001：17］），尊厳ある暮らしができてい

ないとされている。

　しかし，こうした高齢者の貧困問題は2003年に成立したキルチネル政権と

その後継であるクリスティーナ政権により，大きく変容することになる。表

1は，世帯調査を基にした65歳以上の貧困・最貧困人口比率を示したもので

ある。それによると全人口，女性，男性いずれの分類でも高齢者の貧困，最

貧困比率は全人口の貧困，最貧困比率を下回っている。これは，キルチネ

ル・クリスティーナ政権期に行われた，高齢者への経済保障拡大政策が反映

された結果であると考えられる。すなわち，高齢者の貧困問題が語られてい

たキルチネル政権以前は，表 2にあるように，年金や社会扶助は高齢人口の

60％をカバーしているにすぎず，社会保障からもれている多くの高齢人口が

存在するという二重構造が存在していた。社会保障から漏れていた高齢者の

多くは，労働年齢期にインフォーマルセクターでの就労していたものが多く，

雇用と連動していた公的年金制度から漏れてしまっていた。こうした状況は

先行研究でも認識されている点である（Lloyd-Sherlock［1999］, Ludi［2005］）。

表 1　大都市部における貧困・最貧困人口比率（2006年）
 （％） 

全人口 65歳以上
非貧困 73.1 89.0
貧困 26.9 11.0
　（最貧困を除く） （18.2） （7.8）
最貧困 8.7 3.2
女性
非貧困 73.5 89.6
貧困 26.5 10.4
　（最貧困を除く） （18.1） （7.4）
最貧困 8.4 3.0
男性
非貧困 72.8 88.2
貧困 27.2 11.8
　（最貧困を除く） （18.3） （8.5）
最貧困 8.9 3.5
（出所）　http://www.indec.mecon.ar/　2009/2/2閲覧。
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ところが，こうした状況はキルチネル政権以降大きく変容していることにな

る。

2．1990年代新自由主義改革

　1990年代に実施された新自由主義政策が，アルゼンチンの社会保障政策や

雇用関係などの変容に大きな影響を与えたことは，すでに多くの実証研究に

より指摘されている。1980年代の「失われた10年」の深刻な経済危機を経て

1989年に成立したメネム・ペロン党政権は，危機克服の手段として市場機能

を重視した新自由主義政策を採用したことは広く知られている（佐野［2005］）。

　メネム政権発足後，議会で国家改革法と緊急経済法が可決された。前者は

国営企業民営化に関して，後者は経済・社会政策における規制緩和に関して

強い権限を大統領に付与した。1980年代までのアルゼンチンは，公共サービ

スと重化学工業を中心に国営部門が経済で大きな比重を占めていたが，1994

年までにほとんどの国営企業が民営化された。その結果，公的部門の GDP

に占める比率は，1985年の33.0％から1994年の27.2％に低下した（Alexander

表 2　アルゼンチンの高齢者の収入源（2000年）
 （％）

大都市 中都市 小都市 全国
本人年金 42.0 42.4 36.0 41.0
社会扶助 18.8 17.8 20.1 18.9
就労 19.7 22.6 19.7 20.2
家賃・金利 4.1 3.7 3.4 3.9
家族の支援 9.2 8.5 15.3 10.2
遺族年金 4.7 4.1 4.3 4.5
その他 0.8 0.6 1.2 0.8
データなし 0.7 0.3 n.a 0.5

合計 100.0 100.0 100.0 100.0
（出所）　 Ministerio de Desarrollo Social y Medio Ambiente［2001：29］
（注）　高齢者は60歳以上
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［2000：33］）。同時に貿易の自由化も進展し た（Neffa［1998：342］）。また，

労働市場の規制緩和と雇用関係の柔軟化も，1991年と1995年の労働契約法の

改正により進捗した。こうした民営化，自由化や規制緩和により，それまで

の輸入代替工業化モデルは崩れていった。それは，輸入代替工業化モデルの

もとでフォーマルセクターの労働者に対してなされた賃金と雇用の保障，ま

た雇用と連動していた社会保障制度による保護という，第 2次世界大戦後に

アルゼンチンにおいて成立していた福祉国家の枠組みが大きく揺らいだこと

を意味していた（宇佐見［2003］，Usami［2004］）。

　そのようななかで，1990年代のアルゼンチンは大量失業の常態化と雇用の

インフォーマル化が進行した。大ブエノスアイレス圏の失業率は，5000％の

ハイパーインフレに襲われた「失われた10年」最後の1989年でさえ7.6％で

あったものが，1993年からは10％台になり，1995年の20.2％をピークに高止

まりしていた（INDEC［2001：4］）。また，雇用契約のインフォーマル度を示

す都市部における年金保険料未納労働者の比率も，1990年代中ごろ以降は35

％以上の高率を保っていた（http：//www.trabajo.gov.ar/　2006年11月14日閲覧）。

このような失業の拡大，雇用のインフォーマル化は，社会の流動化を一面に

おいては促進する要因となったとみられる。低所得者層居住区の高齢者は，

職域と連動した拠出型年金にカバーされず，また扶助年金受給者も少ないと

いう，高齢者の貧困問題がより顕著に表れるようになったとみられている

（Lloyd-Sherlock［1999：352］）。

　他方，メネム政権による経済改革の手法に関して，国民から負託を受けた

強力な行政権が改革を推進していくとする委任型民主主義の議論がある

（O’Donnell［1999］）。その一方で，労働・社会保障部門の改革に関して政労

資協議がもたれ，コーポラティズム的妥協がなされたことも知られている

（宇佐見［2007］）。その代表的な合意は1997年の「雇用・生産性・社会的公正

に関する枠組み合意」であろう（Ministerio de Trabajo Seguridad Social［1994］）。

そこでの政労資合意は，内外情勢の変化に対応して競争力や生産性向上に労

働組合も協力し，雇用の柔軟化を認める代わりに，それにより生じる可能性
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のある失業などのリスクに施策をなすことが骨格である。それはローズ

（Martin Rhodes）の主張する，制度的に緩やかな形態で，生産性の向上への

合意とそれにより生じるリスクに対する保障措置を主な内容とする競争的コ

ーポラティズム（Rhodes［1998：194-195］）の合意に近いものであった。

　このように，メネム政権期に実施された年金改革をめぐるコンテクストは，

新自由主義政策が導入され，雇用関係は大きく動揺し社会的流動性が増大す

るなど，それまでのアルゼンチンにおける福祉国家の根幹が大きく揺らいで

いる状態にあった。しかし同時に，社会政策の改革が実施されたコンテクス

トとして，弱体化しつつもコーポラティズムが存在しつづけたことにも留意

しなければならない。そこで合意された社会保障改革では，国家の役割に大

きな変化がみられる。それは，労働社会保障省で発行される雑誌に掲載され

た同省社会保険局長の次のような言葉のなかに端的にみてとれる。社会保険

局長トーレス（Carlos Torres）によると，メネム政権以前の国家は現実には

実現できない保障を約束していた，と従来のアルゼンチンにおける福祉国家

を批判している。また，同政権下で行われた年金改革を中心とする社会保障

改革では，「国家による保障は制度設計，適切な監督，そして管轄部門の適

切な運営をとおしてなされるべきものである」（Torres［1996：13］）と述べ，

国家の役割は直接的ではなく間接的なものが適切であるとの原則が示され，

さらに市場と協調して社会保障が供給されるべきであることが示されている。

3．1994年年金改革をめぐる言説

　それでは，こうしたアルゼンチンにおける福祉国家の変容や競争的コーポ

ラティズムの存在といったコンテクストのなかで，年金制度改革に関してど

のような言説がなされ，それらがどのような意味構造をもつのかを検討する。

アルゼンチンの年金制度は第 2次世界大戦後，輸入代替工業化のもと職域別

賦課方式で発展してきた。しかし年金カバー率は，1980年代に60％で頭打ち

となり，残りの40％は制度から取り残されたままとなっていた（Isuani y San 
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Martino［1993：19］）。また給付水準も，規定の水準を確保できず，年金制度

改革はメネム政権下の経済・社会改革のなかでも重要課題のひとつとされて

いた。

　年金改革の主要な論点は，既存の賦課方式内で改革をするのか，民間積立

方式を導入するのかで争われた。アルゼンチン経済連盟の研究所は，賦課方

式では制度が成熟して人口が高齢化するにつれ支払いが拡大する一方で，労

働者や企業の負担が増大するとし，制度の欠陥を批判した。彼らはその解決

策として，個人の受け取る年金額が納入した保険料の運用により決定される

民間積立方式にすべしとの提案を行った（Cetrángolo y Mchinea［1993］）。民

間研究所の研究員からも「人々は退職時に国家の保障がますます守られなく

なっていると感じ，事態は時を経るとともに悪化している」（Delgado［1994：

6］）と民営化を促す言説，すなわち再私事化言説がなされており，それは経

済界の言説と一致していた。ここで年金の民営化を再私事化というのは，公

的賦課方式が老後の経済保障を世代間の助け合いにより社会的に保障しよう

とするのに対して，民間積立方式は就労年齢中に民間年金会社の個人口座に

契約者が保険料を積み立て，老後にそこから年金を受給するというように，

老後の経済生活保障が個人的･私的な問題に還元されてしまうからである。

さらにそれはフレイザーがいう，問題を政治的領域から私的な領域に押し戻

すことを意味している（Frazer［1989］）。また，世界銀行の報告書にも，年

金制度の民営化が高齢者の生活保障に貢献するとする再私事化を支持する言

説がなされていた（Banco Mundial［1994］）。世界銀行は，アルゼンチンの社

会保障改革に対して融資を行い，これを直接支援している（World Bank

［1996］）。こうした再私事化を推進する専門家言説を実践するアクターのな

かには，経済界系の研究所や世界銀行という国際機関も含まれていた。

　そうした状況下，1993年 6月 2日メネム大統領は予告なしにテレビとラジ

オ演説を行い，そこで前アルフォンシン（Raúl Alfonsin）政権期のハイパー

インフレによる年金機能不全を訴え，年金支給額引き上げとともに年金制度

の抜本改革を発表した⑶。そこで，「支出に対応する予見可能で十分な資金
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の確保と，それを保障し持続させる安定的な資金のストックを必要とする」

と述べ，安定的年金制度の確立のためには国営石油公社（YPF）の民営化に

よる資金が必要であるとしている。そこではまず，年金制度の民営化のみな

らず，他の国営企業の民営化も年金生活者の経済保障を確保するために正当

化されている。このように再私事化の専門家言説は行政言説となり，高齢者

の経済保障の再私事化が広範な国営企業の民営化のなかに繰り込まれること

となった。

　世界銀行の報告には，既存の賦課方式の欠点として，それでは人口老齢化

に対処できず，保険料を引き上げると未納者が拡大する，保険料の支払いと

年金受給が無関係で世代間不公平をもたらす，資本市場が形成されない点な

どが指摘されている（Banco Mundial［1994］）。このような専門家言説は，社

会的連帯を基礎とする賦課方式の原理に対して，市場原理に基づき自己責任

の積立方式の利点を説いており，そのことはリスクを社会的に共有する思想

から個人的責任へ転嫁させることを意味している。またそこでの議論の対象

は，保険料納付可能な労働人口であり，そもそも納付不可能な貧困者は議論

の対象外となっていた。すなわち，議論の対象はフォーマルセクターの労働

者に限られている。 

　こうした行政言説となった専門家言説に対抗する専門家言説が存在する。

その代表として ILO（国際労働機関）研究機関の研究員による批判がある。

そこでは，民間積立方式は基本的に不安定な市場に依存し，高齢者の生活を

保障するものではないと批判し，さらに給付額の変更は社会情勢の変化に則

した合意に基づくものであると公的賦課方式を擁護している（Beattie y Mc-

Gillivary［1995］）。このような民間積立方式，すなわち再私事化を批判する

言説を対抗言説 Aとする。こうした対抗言説 Aは，労働組合や年金受給者

団体の言説にも反映されている。労働総同盟（CGT）のメーデーに向けての

文書では「使用者に対する保険料モラトリアムで資金が失われる一方，民営

化で得られた資金はあらかじめ決められた目的に使われている」⑷と現在の

年金の運用と民営化政策を批判している。また1992年 6月 3日，年金受給者
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総連合代表（Plenario Nacional de Organizaciones de Jubilados y Pensionados）のリ

ベルマン（Moisés Liberman）は，メネムの演説に反対するデモ行進のなかで

「国営石油公社民営化の資金が底をついた後で，国家企業の資産を民間に売

り渡すという行為はいつまで続くのか」（5）と民営化そのものに反対を表明し

た。こうした対抗言説 Aは，再私事化の行政言説に反対するものであるが，

視野にあるのは既存のフォーマルセクターの労働者であり，現在の年金受給

者である。その意味で対抗言説 Aは，既得権益の擁護であるともいえる。

こうした，フォーマルセクターのみに関して語られ，そこから除外されるイ

ンフォーマルセクター労働者や無年金者が議論の対象となっていないという

点では，再私事化を行おうとする行政・専門家言説と，それに反対する対抗

言説 Aは同じ立場にあるといえる。また，彼らの言説が行われた場も政労

資によるコーポラティズムの協議というコンテクストの枠内である。

　このような再私事化専門家言説と対抗言説 Aに対して，それと位相を異

にする対抗的専門家言説がコーポラティズムの枠外に同時代に存在した。こ

れを対抗言説 Bとする。この対抗言説 Bは，ヨーロッパにおいて提起され

た「ベーシックインカム」という概念がスペイン語で紹介されもので，出版

物を介してアルゼンチンの社会政策専門家の間に知識として定着するように

なった。この概念をアルゼンチンで最初に導入したうちの 1人であるバルベ

イト（Alberto Barbeito）は，アルゼンチンにおける既存の福祉国家の二重構

造を批判した（Barbeito y Lo Vuolo［1992］）。つづいてロ・ブオロ（Rúben Lo Vuo-

lo）は，ベーシックインカムの提唱者であるヴァン・パリーズ（Philippe Van 

Parijs）らと共著で，同概念に関する本をロ・ブオロらの民間研究所（Centro 

Interdiciprinaria para el estudios de Políticas Públicas：CIEPP）から出版している。

ロ・ブオロはヴァン・パリースを引用して，ベーシックインカムの概念を

「ある種の無条件の所得を個人に保障する制度的な調整であり，またベーシ

ックインカムに対するアクセスは市民であるということ以外の条件を求めら

れるものではない」 （Lo Vuolo［1995：21］）と述べている。 後にバルベイトや

ロ・ブオロはこの概念の社会的普及を目的とした NPOアルゼンチン市民所
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得ネットワーク（Red Argentina de Ingreso Ciudadano）を2004年に設立している

（www.ingresociudadano.org.　2009/7/6閲覧）。こうした彼らの主張は，保険料の

拠出を基とした社会保険方式の高齢者の生活保障制度に対して，高齢者であ

るかないかを問わず，またフォーマルセクターに雇用されていたか否かに関

係なく，市民であることを根拠に最低限の所得保障を行おうという提案であ

る。彼らはこうしたベーシックインカムをいちどに導入しようとしているわ

けではなく，財政的制約を考慮して社会的に脆弱な子どもや高齢者から段階

的に導入しようと主張している。高齢者に関して，公的年金のカバー率低下

や年金財源の財政依存が拡大していることを指摘し，就労や納税と関係なく

すべての高齢者に最低所得を保障すべきであると後に提言している⑹。

　ここで注目すべきは，このような対抗言説が，専門家言説として出現した

点である。この場合，フレイザーが想定するように福祉に対するニーズがた

とえインフォーマルセクターからのものであっても，それを専門家が対抗言

説として表出したことになる。さらに，政府から労働組合法人格を認定され

ないために，政労資協議に参加できない反政府派ナショナルセンターである

アルゼンチン労働者センター（Central de Trabajadores de la Argentina：CTA）の

研究所研究員デル・ボーノ（Cecilia Del Bono）も，2004年に就労と関係した

社会保障制度を問題としている論文を発表している。そこでデル・ボーノは，

「現行の社会保護制度は，新たな社会的状況に対応しておらず，（中略）現行

システムの構造的な改革の必要性がある」と述べている。さらにデル・ボー

ノは，普遍的な子ども手当，非拠出型高齢者手当，失業・職業訓練保険の創

設など，ロ・ブオロらと類似した社会的弱者への所得保障制度を提案してい

る（Del Bono［2004：14-15］）。アルゼンチン労働者センターは，失業者や社

会運動と協力関係にある。こうしたコーポラティズムに参加できない労働組

合からも，コーポラティズムの枠外でロ・ブオロらとほぼ同じ内容の対抗言

説がその後専門家により提起されていることは注目に値する。

　しかし，当初年金の民営化に反対していた労働総同盟は，経済省管轄下の

生産・投資・成長審議会（Consejo de Producción, Inversión y Crecimiento）で政
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労資の修正案に合意した。それは，加入者に共通の公的共通賦課方式基礎年

金に加えて，公的賦課方式付加年金か民間積立方式賦課年金を加入者が自由

に選択できるというものであった。労働組合は，非営利の年金基金運用会社

設立を条件に行政と産業界に対して妥協をしたことになる⑺。商業労連幹部

は，合意された改革案は連帯に基づいており，集められた資金は金融のみな

らず住宅建設にも向かうことになるとそのメリットを強調している⑻。1992

年11月26日の政労資合意は労働省所管ではなく，新自由主義改革を進めたカ

バロ（Domingo Cavallo）経済相のもとでの政労資合意であり，それは前述し

た生産性を重視する競争的コーポラティズムの合意に近い内容であった。

　すなわち行政言説・専門家言説（再私事化言説）は対抗言説 Aと融合し，

コーポラティズムの枠組み内で新たな混合式年金制度が形成された。こうし

た妥協が可能となったのも，両者の言説が年金に関して社会保険方式を維持

することを前提としたものであったからである。すなわち行政・専門家言説

と対抗言説 Aの対象はあくまでもフォーマルセクターの労働者，すなわち

年金保険料を支払うことができる人であり，インフォーマルセクターの労働

者や貧困高齢者は除外されていた。また，両言説の場も政労資のコーポラテ

（出所）　筆者作成。

図 2　メネム政権1990年代の言説の配置

行政言説

再私事化言説
産業界

対抗言説A

労働組合

対抗言説B

労働組合
社会運動

競争的コーポラティズム

正規雇用
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ィズムの枠組みのなかでなされ，対抗言説 Bはその意味においても，言説

が行われた領域においても行政言説や対抗言説 Aの枠外に位置していた。

図 2は，こうした諸言説の関係を示している。

第 3節　反新自由主義と「普遍主義的」年金制度導入

1.　2001～02年経済危機と年金の実態

　1990年代にメネム政権が実施した新自由主義政策により，経済の自由化は

進み，雇用関係の柔軟化や社会保障の民営化が進んだ。新自由主義改革のも

とで経済成長率は，メキシコ経済危機の影響を受けた1995年を除き，おおむ

ね 5％前後を維持していたが，1999年からはマイナス成長となっていた。他

方，失業率は1990年代をとおして高水準で推移し，1995年に大ブエノスアイ

レス首都圏の失業率が20％を超えて以降，15％前後の水準で推移していた

（INDEC［2002］）。このような1990年代の経済成長は「雇用なき成長」と呼

ばれた。さらに雇用の質も悪化していった。労働法や社会保障制度でカバー

されないインフォーマルセクターの労働者が増大し，また労働法の規制緩和

の結果，フォーマルセクターのインフォーマル化も進展していった。雇用の

インフォーマル化の指標として，労働社会保障省が算出した年金保険料未払

者率という統計がある。年金保険料未払い者は，社会保険に実質的に未加入

状態にあり，インフォーマルセクターでの雇用であるといえる。その年金保

険料未払い率は1990年 5月に25.7％であったものが2003年 5月には44.3％に

まで増大している（http：//www.trabajo.gov.ar/　2006/11/14閲覧）。

　1990年代末からは財政赤字と対外債務が増大する一方，失業率はいちだん

と上昇した。2001年末にメネム政権を継いだ中道左派のデ・ラ・ルーア

（Fernando De la Rúa） 連合 （Alianza） 政権は，民衆の抗議活動のなかで崩壊した。

2002年後半から2003年第 1四半期にかけて大ブエノスアイレス圏の貧困人口
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は50％を越え （INDEC［2004］），空前の社会的危機に至った。社会扶助を求

めて道路封鎖を行う失業者や貧困者が中心のピケテーロと呼ばれる人々によ

る社会運動が活発化していた（Auyero［2002］, Almeyra［2004］, Usami［2009］）。

　このような情勢下，ドゥアルデ（Eduardo Duhalde）暫定政権を経て，2003

年に大統領選挙が行われた。そこでは実質的に1990年代に新自由主義経済改

革を実施したメネム元大統領と，それを厳しく批判するペロン党所属のアル

ゼンチン南部に位置するパタゴニアの小州サンタ・クルス州の知事をしてい

たキルチネルとの争いとなり，後者が勝利した。ここにおいて，アルゼンチ

ンにおいて民主主義下で支配的であった急進党とペロン党という二大政党制

が崩壊し，さらにペロン党も分裂するという事態に直面した。こうした既存

政党の崩壊に加えて，失業者や雇用のインフォーマル化の進行がみられた。

メネム政権末期に競争的コーポラティズムは崩壊し，その後，非公式の政労

資協議がみられたが，組織化された労働組合が勤労者の利益を代表するとい

う，コーポラティズムの前提条件そのものが大きくそこなわれる状況になっ

ていた。そのため，キルチネル政権では，既存の政党や労働組合の枠組みを

超えた幅広い左派の連合が模索されていた（Cheresky［2004，2006］）。

　2003年 5月に行われたキルチネル大統領の就任演説で，同大統領は「（1990

年代に行われた新自由主義政策は）もっとも経済力のあるグループ，野放しの

証券投資，大規模な投機筋に利益をもたらした。その反面，貧困が拡大し，

数百万人のアルゼンチン人が社会的に排除され，（メネム政権は）そうした国

民的分裂や巨大な対外債務の拡大には無関心でいた」と激しくメネム元大統

期の新自由主義政策を批判した⑼。このようにキルチネル政権では反新自由

主義言説が支配的言説となった。

　キルチネル政権と同大統領夫人で後継者のクリスティーナ政権（2007年～）

では，経済・社会政策は大きく転換された。キルチネル大統領は物価上昇を

抑えるために価格統制や輸出税の引き上げなどの市場への直接的介入を行い，

メネム政権時代に民営化された郵便事業，ブエノスアイレスの上下水道事業，

旅客鉄道の一部，クリスティーナ政権下ではアルゼンチン航空を再国営化し
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た。また，デ・ラ・ルーア政権期に柔軟化された労働法制を改正し，雇用に

対する規制が強化された。このように両政権下では反新自由主義的経済・社

会政策が推進され，メネム政権期に転換されたアルゼンチンの福祉国家は再

度方向転換が図られることとなった（宇佐見［2008］）。他方，競争的コーポ

ラティズムはメネム政権末期に崩壊したが，断続的に政労資協議，とくに政

労協議がもたれていたが，それは弱体化し，資本の代表者が不在の変形した

コーポラティズムと呼べるものであった。

　このように福祉国家が変容するコンテクストのもとで，年金制度をはじめ

とした社会保障制度も再度改革されることなった。雇用が不安定化した状況

のもとで，社会保険中心の社会保障制度では，増大しつつある不安定雇用の

人々の生活保障を実現することも困難になってきたためである。そのため，

社会保障制度を社会保険の非対象者であるインフォーマルセクターの人々に

拡大する傾向が強まった。とはいえ，インフォーマルセクターの人々への社

会保障の拡大は，変形したコーポラティズムとも関係をもちながら策定され

ている。

　そのひとつが失業世帯主プログラムで，失業中の世帯主に対して子どもの

養育義務などを果たしていることを条件に，公共目的の仕事への就労に対し

て月に150ペソの現金給付をするというプログラムを，2001年に労働省監督

下で開始した。2002年度にその受給者は102万5000人に達し，失業保険制度

のカバー率が低いなかで失業者の生活保障制度として機能した（Ministerio 

de Trabajo［2003：165］）。その性格は就労を条件に現金給付を行うというワー

クフェア的性質をもっていたが，それまで非常に社会保障が貧弱であったイ

ンフォーマルセクターに対して，初めて本格的な現金給付を行い，条件がそ

ろえば扶助を受給できるという「普遍主義的」性質も兼ね備えていたといえ

る。この社会保障制度の「普遍主義」化は，次項で述べる2004年の年金モラ

トリアムでいっそう進展することになる。そこでは国家は，社会的弱者を保

護する中心的役割を積極的に果たすとされる。クリスティーナ政権大統領府

のホームページには「社会のもっとも脆弱な人々，すなわち労働者，退職者，
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年金受給者や消費者を保護しつつ，国家は憲法で保障された権利を実現すべ

きである」と述べられ（http://www.casarosada.gov.ar/　2009/09/03閲覧），国家に

より保護されるべき人々がきわめて広く設定されて，社会保障における国家

の役割が強調されている。

2．年金モラトリアム・失業者への年金早期給付

　ここでは，こうした役割の変容した福祉国家，すなわち積極的に広範な国

民の保護を謳う国家という行政言説がなされるなかで，年金制度改革を取り

上げて検討する。具体的には年金制度再改革の過程において，どのような言

説がどのような場で実践され，それがどのような意味をもつのかについて分

析を行い，キルチネルとクリスティーナ政権の高齢者保障政策を再検討し，

その問題点を考察したい。2004年末に可決された法律25994号では，保険料

納付済みの失業者に対する早期年金支給と，年金保険料未納者に対して規定

年齢に達すれば年金が受給でき，未納分の保険料を受給年金から分割して支

払う年金モラトリアムが認められることとなった。また，同年11月に公布さ

れた政令1450号では，自営業者の未納者に対しても年金モラトリアムを行う

こととなった。

　このような行政の施策を当事者の社会保険庁長官は，「年金モラトリアム

により，条件を満たした場合にすべての人が年金を受給できるようになり，

弱者の大部分が年金制度に包摂され，公平な分配と貧困の軽減がなされた」

（Boudou y D’Elia ［2007：20］）と述べている。同じく社会保険庁のホームペー

ジでは，同制度による「市民権の構築がこのプログラムのなかでもっとも重

要な点であり，（中略）このプログラムは，雇用条件の悪化や社会的絆を考

慮しない政策の結果もたらされた景気変動の犠牲者に対応するためのもので

ある」と述べられている（8http：//www.anses.gov.ar/　2009/07/15 閲覧）。社会

保険庁の資料によると，公的賦課方式年金（民間積立方式と州年金などを除く）

のカバー率は，2005年に47.3％であったものが，2006年には56.5％，2007年
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には70.5％へと急速に増大している（Boudou y D’Elia ［2007：17］）。

　このような行政の言説は，まず新自由主義政策を批判し，高齢者の生存権

が市民権に由来する固有の権利であり，年金モラトリアムは市民全員を包摂

する普遍主義的な制度である点が語られている。これはベーシックインカム

を主張している対抗言説 Bと同様の主張がなされているとみることができ

る。これと同様の行政言説は2002年に始まり，キルチネル政権期に拡大した

失業世帯主プログラムの行政文書のなかにもみられる。同プログラムに関す

る労働省の行政文書には，1990年第に実施されていたターゲティングを行う

貧困政策を「野蛮なターゲティング政策」と批判し，失業世帯主プログラム

のなかにはベーシックインカムの理念が存在していると主張している（Minis-

terio de Trabajo［2003：21-22］）。

　こうして形式上，対抗言説 Bはキルチネル政権の行政言説のなかに取り

込まれるかたちとなった（図 2参照）。確かに年金モラトリアム政策により，

保険料を納付できなかったインフォーマルセクターの労働者が公的年金制度

に包摂されたことは事実である。しかし，年金モラトリアムは時限的なもの

であり，恒久的に市民権を根拠としてその最低限の生活を保障したものであ

るとはいいがたい。また，それはあくまでも保険料支払いが受給条件の社会

保険方式のなかでの対策であった⑽。同様に失業世帯主プログラムも恒久的

な制度ではなく，しかも受給に条件を課して労働の対価に給付を行うという，

きわめてワークフェア的プログラムであるといえる。さらに，このプログラ

ムは2007年以降，新規の受給者を受け付けておらず，その時限的性格が顕著

となっている。そのため，年金モラトリアムおよび失業世帯主プログラムは，

現在の有権者を対象とした時限的なものであり，普遍的制度とはいいがたい

と判断される⑾。

3．年金再国有化

　2008年のアメリカ発金融危機に世界が襲われた直後の10月21日に，クリス
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ティーナ大統領は社会保険庁における演説で，1994年に設立された民間積立

方式年金制度を廃止し，それを再国営化する旨を発表した。同庁における演

説で「1994年に行われた年金制度の民営化は，国家の全面的な撤退を行わせ

た新自由主義の枠組みでなされたものであり，（経済危機により）今日世界的

に損失を被ったあらゆる事態に対処するために国家が出動した」と述べてい

る（www.ansen.gov.ar　2009/07/21閲覧）。そこでは，新自由主義の失敗を補う

ものとして国家による対処が必要であるとして，年金制度の再国有化を正当

化している。社会保険庁長官も「年金生活者や民間積立方式加入者の不安を

我々は取り除いている。民間積立方式は労働者から9.1％から50％という，

アルゼンチン社会にとってきわめて高いコストの手数料を略奪している。今

や公的性格を持ち，連帯（の原則）により運営され，憲法に則った国営年金

制度が制定される⑿」（Amado Boudou, Director ejectivo de ANSES）と述べ，民

間積立方式の欠点を指摘し，その再国有化を正当化している。同時に社会保

険庁は，年金民営化の失敗として以下のような点を指摘する文書を公表した。

そこでは民間積立方式は，受給額の向上，資本市場の発展，財政支出の削減，

インフォーマル雇用の削減，年金制度の効率化という当初の目標を達成でき

なかった（ANSES［2008］）と年金民営化を批判している。こうした再国有化

行政言説は，1994年に民間積立方式が導入されたときに，同方式に反対した

対抗言説 Aとまったく同じことを述べており，ここではクリスティーナ政

権の行政言説に対抗言説 Aが取り込まれていることをみることができる。

　同日の社会保険庁でのクリスティーナ大統領の演説には，労働総同盟

CGTとアルゼンチン労働者センターCTA，両ナショナルセンターの指導者

の出席のもとで以下のように年金再国営化を正当化している。① G8が銀行

保護をしているのに対し，我々は年金生活者を保護している，②市場経済の

もとでの危機により，年金受給者を含む社会的弱者からの所得の移転がみら

れる，③民間積立方式は金持ち優遇であり，社会的連帯システムに対する妨

害措置である，④（現政権は）無年金者150万人を年金システムに編入して

いる，⑤無年金者はメネム政権期の政策の結果生じた失業や積立方式により，
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制度への参入を拒否されたものである⒀。そこでは，労働者代表者をともな

って政労のコーポラティズム的形式をとりつつ，フォーマルセクター以外の

無年金者の包摂にも言及するという，コーポラティズム外への高齢者保護制

度の拡大を言明したことになる。

　しかし，ここで再確認しておかなければならないことは，失業者や未年金

者への手当はあくまでも暫定的なそのときの有権者を対象としたものであり，

恒久的で普遍的な高齢者保障制度が制定されたわけではないことである。こ

こで伝統的にペロン党支持の労働総同盟に加えて，それに批判的であり社会

運動をも包摂したアルゼンチン労働者センターの代表も列席した場でクリス

ティーナ大統領の演説が行われたことに注目しなければならない。それは従

前の政労資のコーポラティズムが崩れ，政労のみの変形したコーポラティズ

ムの形態をとっている。しかもアルゼンチン労働者センターには社会運動も

包含されており，従来のコーポラティズムから排除されていたメンバーが参

加している。高齢者の経済保障に関して「普遍主義」が主張されたのは，従

来のコーポラティズムが弱体化し，行政言説の対象が広範な国民一般に移行

しつつあるコンテクストのなかにおいてであった。しかし，年金再国有化は

社会保険方式内部での制度改革であり，対抗言説 Bの求めている市民権を

基礎とした普遍的高齢者保障制度とは異質のものである。また，ベーシック

インカムの原則を主張する対抗言説 Bの原則派は，依然として政府を中心

とした協議とは別の場においてその言説を展開している。しかし，その言説

活動により彼らのベーシックインカムというアイディアが，行政に形骸的で

はあるが浸透していることを目撃することができる。

　これに対して，産業界は次のように民間積立方式の維持を求め，政府の方

針を批判した。アルゼンチン金融経営者会議の議長プルギッチ（Juan Prgich）

は「（政府の）決定は，我々の方向性を失わせ，かつ誤りであり，市場の否

定的反応を引き起こした⒁」（Juan Prgich, presidente de Institoto Argentino de 

Ejectivos de Finanzas：IAEF）と述べている。また，アルゼンチン年金基金運

営会社連合会も「（年金再国有化は）アルゼンチン市民から年金制度の選択権
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を排除した⒂」（Sebastián Pallam, presidente de UAFJP）と年金再国営化を批判

した。また議会においても依然として再私事化言説を支持するグループは存

在しており，行政を中心としたコーポラティズム的協議の場からは除外され

たが，政治的領域から再私事化言説が完全に排除されることはなかった。た

とえば中道右派グループの共和国提言（Propuesta Republicana）所属のピネー

ド（Federico Pinedo）下院議員は「人々が年金制度を選択できる自由をもつ

ことを支持している⒃」と述べている。ここにおいて，再私事化言説は対抗

言説となり，また言説の場も政労の協調する場の外に置かれた。ここでは再

私事化言説を対抗言説 Cとする。

　図 3はキルチネル・クリスティーナ政権における高齢者保障政策に関する

言説の性格と，それがなされた場を示したものである。対抗言説 Aは民間

積立方式再国有化に際しての，また対抗言説 Bは年金モラトリアムに際し

ての行政言説としてそのアイディアが用いられた。しかし，年金モラトリア

図 3　キルチネル・クリスティーナ政権（2003～10年）時代の言説の配置

再私事化言説
産業界

対抗言説A対抗言説Ｃ

労働組合

対抗言説B対抗言説B

行政言説行政言説行政言説行政言説
社会運動社会運動

新左派の結集

（出所）　筆者作成。
（注）　点線内部がキルチネル・クリスチーナ政権の支持層
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ムは時限的性格であり，年金制度再国有化も社会保険方式内部での制度改革

であることから，対抗言説 Bの目指す市民であることを理由とした最低生

活の保障が実現されたわけではなく，その時点の有権者を対象とした限られ

た性格のものであった。とはいえ，対抗言説 Aと対抗言説 Bの一部は支配

的言説となり，それまでの支配的言説であった再私事化言説はそれらに対立

する対抗言説 Cとなった。ここで注意しなければならないことに，ロ・ブ

オロも指摘するように，行政言説は対抗言説 Bのレトリックを用いて，そ

の中身を実現していないという点がある⒄。とはいえ，そのアイディアが行

政言説に浸透しつつあることにも注目しなければならない。また，対抗言説

Cが実践される領域も政治的領域にはとどまるものの，行政が関与するコー

ポラティズム的協議の場からは除外された空間で実践されることとなった。

おわりに

　アルゼンチンでは，1990年代に年金制度の一部が民営化された。高齢者保

障制度の再私事化行政言説は，それを推進した広範な民営化言説の一部を構

成していた。そのような再私事化言説は，官僚・専門家によってなされたが，

経済界や国際機関も同様の言説を行っていた。そうした再私事化言説に対抗

する言説は，年金受給者や労働組合という年金保険でカバーされているアク

ターによるものと，社会保険によらず市民を根拠に所得保障を求めるアクタ

ーによるものがあった。このような言説が実践されたコンテクストとして新

自由主義のもとに変容する福祉国家と，弱体化しつつ変容するコーポラティ

ズムがあった。前者の対抗言説はコーポラティズムの場で実践され，後者の

対抗言説はそれ以外の場で実践された。そのようななかで，年金受給者や労

働組合と再私事化を推進する行政との妥協が図られた。両者の言説では，年

金の財政方式に関して拠出型の保険方式という点では一致しており，コーポ

ラティズムのコンテクストのなかで妥協が可能となった。
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　2003年に成立したキルチネル政権とその後継であるクリスティーナ政権に

なると，新自由主義は行政から批判され，より普遍的福祉行政言説が提起さ

れる一方で，弱体化しつつもコーポラティズム的協議は断続的に存続した。

こうしたコンテクストのなかで，年金制度改革が実施され，行政言説も「普

遍的」制度の拡充を謳った。さらにキルチネル政権における行政言説は，コ

ーポラティズム外の対抗言説を取り込み，対抗言説 Bは行政言説の一部と

なったようにみえた。行政言説がより「普遍主義」的なものとなったのは，

キルチネル･クリスティーナ政権下ではコーポラティズムが弱体化し，行政

言説の対象が広く国民一般となるというコンテクストのもとでのことであっ

た。しかし，市民権に基づくベーシックインカムの導入を主張する原則派の

対抗言説 Bは，残存しているコーポラティズム的政労協議の場の外で実践

されていた。また，年金モラトリアムも時限的で現在の有権者を対象とし，

しかも社会保険方式内部の改革であったことから，対抗言説 Bの求める市

民権に基づく最低生活保障は制度的に実現していないといえる。一方，原則

派の対抗言説 Bは，コーポラティズム的協議の場の外で実践されていたが，

そのアイディアは形骸的にせよ行政内に浸透しつつあり，いちど行政内部に

浸透したアイディアが今後どのように展開するかが注目される。

〔注〕
⑴　Schmidtの議論の基には民主主義のタイプとその政策実現性との関連を論じ
た Lijphart ［1999］がある。

⑵　田中が批判理論というとき，フーコー主義に加えてネオ･マルクス主義やハ
ーバーマスらドイツ批判理論を含む （田中［2008］）。

⑶　“Sorpresiva mensaje presidencial acerca de la reforma previsional,” La Nación,  

3 de junio de 1992.
⑷　“La CGT cuestionó la reforma previsonal,” La Nación, 2 de mayo de 1992.
⑸　“Los jublados protestaron por el condicionamiento presidencial,” La Nación, 4 

de junio de 1992.
⑹　Barbeito, Alberto, y Rúben Lo Vuolo［2002］“El ingreso ciudadano en la 

agenda de política pública de la Argentina,” p.6（http:/www.ingresociudadano.org/ 

2009/11/24閲覧）。
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⑺　“Introducen cambios en la reforma provisional,” La Nación, 25 de noviembre de 

1992.
⑻　“Apoyo empresarial a los aportes obligatorios,” La Nación, 26 de noviembre de 

1992.
⑼　“Discurso del presidente Néstor Kirchner al asumir la presidencia de la 

República Argentina” （http://ww.avizora.com　2009/06/16閲覧）。
⑽　CIEPP所長 Rúben Lo Vuolo 氏とのインタビュー。2009年10月7日。
⑾　ただし , キルチネル政権下で社会開発省の管轄のもと，家族プランという名
の現金給付プログラムは続いていた。

⑿　ANSES［2008］“La presidenta de la nación anunció el proyecto de reforma del 

sistema previsonal argentino” （www.anses.gov.ar　2009/06/12閲覧）。
⒀　“Discurso de Cristina Fernández en el ANSES”（http://www.casarosada.gov.

ar/ 2009/06/16 閲覧）。
⒁　“Para los ejectivos de finanzas hoyes todo preocupación,” Clarín, 26 de octubre 

de 2008.
⒂　“Afecta los ahorros de los mitad de los argentinos,” Clarín, 28 de octubre de 

2008.
⒃　“Los diputados anticipant su voto por el proyecto de las jubilaciones,” Clarín, 24 

de octubre de 2008. 
⒄　CIEPP所長 Rúben Lo Vuolo 氏とのインタビュー。2009年10月7日。
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